
人権に関する市民意識調査の実施について（案） 

 

１ 調査の概要 

⑴ 目  的 

○ 市民の人権に関する意識や関心、具体的な施策のニーズ、人権相談の現状など、人権

施策全般に関する状況や前回調査との比較による市民意識の変化等を把握し、今後の人

権施策の推進に向け、より効果的な方策を検討するための基礎資料を得る。 

○ 調査結果は、令和９年度に予定している次期「京都市人権文化推進計画（計画期間：

令和１０年度～令和１９年度）」策定の基礎資料として活用する。 

⑵ 調査方法 

  ○ 調査対象  

京都市内に居住する１８歳以上の市民３，０００人（外国籍市民を含む。） 

  ○ 抽出方法 

   住民基本台帳及び外国人登録データより無作為抽出 

      ○ 調査方法 

アンケート郵送形式（回答は郵送及びＷＥＢ回答）、無記名 

＊ 外国籍市民には、日本語のほか、英語、中国語、ハングル訳を送付 

  新たに、ＷＥＢからも回答を受け付けられるようにする。 

⑶ 実施スケジュール（予定） 

  令和８年 ３月   人権文化推進懇話会開催 

           （調査の進め方、調査項目等について意見聴取） 

      ７月   人権文化推進懇話会開催 

           （具体的な設問案について意見聴取） 

      ８月   調査対象者抽出 

           設問確定 

      ９月   委託事業者決定、契約締結 

     １１月上旬 調査実施（期間：２週間） 

           集計・分析、報告書作成（～令和８年２月） 

 令和９年 ３月   人権文化推進懇話会開催（市民意識調査結果を報告） 

            報道発表 

      ４月以降 次期「人権文化推進計画」の策定作業 

 

 ⑷ 調査業務 

  ○ 設問は人権文化推進懇話会において意見を聴取し、本市において作成する。 

  ○ 調査票の印刷、発送、回収、集計業務等はコンサルタント業者に委託する。 

⑸ 調査結果の公表方法 

  ○ 本市ホームページにおいて公表する。 

 

２ 調査項目など 

⑴ 基本的な考え方 

  ○ 人権施策を推進するうえでの基礎資料 

特定の人権課題の解決に向けた事業立案のためではなく、人権施策を推進するうえで

の基礎的な資料となる総括的な調査とする。 
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○ 計画（施策）推進との整合性 

現人権文化推進計画の推進と一定の整合性を図るものとし、「人権一般及び教育・啓

発」、「人権保障」、「相談・救済」に分類し、調査を行う。 

○ 客観性の担保、向上 

調査内容は、人権文化推進懇話会から外部の視点で御意見を踏まえて検討するものと

し、客観性の担保、向上を図る。 

  ○ 調査項目内容、設問数 

前回の調査項目を基本的に踏襲することで、施策の実施や社会情勢等による市民の意

識、関心についての変化を把握する。また、前回調査以降に制定された主な人権関連の

個別法について市民意識を把握するため、設問を追加する。 

    なお、回答者への負担軽減の観点から、前回の設問数と同程度にする。 

   

 ⑵ 主な調査項目（案）について 

  ア 追加項目 

    前回調査時以降、人権問題に係る個別法※が施行されたことを踏まえて、これらの法

律の認知状況に係る質問を追加する。 

    ※ ＬＧＢＴ理解増進法、こども基本法、困難な問題を抱える女性の支援に関する法

律、認知症基本法 

 イ 継続項目 

    前回調査以降の市民の意識や関心についての変化を的確に把握し、京都市の人権施策

が効果的に行われているかの判断材料とする。 

   ① 人権意識全般に係る質問 

   ② 人権教育・啓発に係る質問 

   ③ 人権保障（日常における具体的な事象※の中での人権意識など）に係る質問 

※結婚相手を考える際に気になること、住宅を選ぶ際に忌避すること、など 

   ④ 人権相談・救済に係る質問 

 ウ その他 

   今回の調査からＷＥＢでの回答も受け付けることを踏まえ、回答者の属性を問う質問

のうち、性別について、『「男性」「女性」「答えたくない／回答を控える」「（   ）自

由記載欄」』等の選択式とする。 

 

＜参考＞人権に関する市民意識調査の実施状況（過去３回分） 

調査年度 調査対象数 有効回答数 設問数 

平成３０年度 ３，０００ 
１，０５９ 

（３５．３％） 
４１ 

平成２５年度 ３，０００ 
１，２１９ 

（４０．６％） 
１０２ 

平成１７年度 ３，０００ 
１，２２５ 

（４０．８％） 
４２ 

 



前回調査（平成３０年度実施）の概要等について 

 

１  調査の概要 

 ⑴ 目  的： 市民の人権に関する意識等を調査し、人権施策を推進する基礎資料とする 

⑵ 調査対象  市内に居住する１８歳以上の市民３，０００人（外国籍市民含む） 

 ⑶ 調査方法  アンケート郵送形式、無記名（外国籍市民には、日本語のほか、英語・中国語・ハングル訳を送付） 

 ⑷ 調査期間  平成３０年１１月１日～１５日 

 ⑸ 調査結果  有効回収数 １，０５９  回収率 ３５．３％ 

 ⑹ 報告等   平成３１年３月 報告書発行 

 

２  調査、設問設計に当たっての基本的な考え方 

 ⑴ 人権施策を推進するうえでの基礎資料 
特定の人権課題の解決に向けた事業立案のために行う調査ではなく、人権施策を推進するうえでの

基礎的な資料となる総括的な調査とした。また、調査結果は、次期人権文化推進計画（平成２７～３

９年度）の中間見直しの際の参考資料とした。 

⑵ 計画（施策）推進との整合性 
京都市の人権施策は人権文化推進計画を中心に推進することから、同計画の推進と一定の整合性を

図るものとし、「人権一般及び教育・啓発」、「人権保障（外国籍市民、障害者などの各人権課題）」、「相

談・救済」に分類し調査を行った。 

⑶ 客観性の担保、向上 
調査内容の検討に当たっては、人権文化推進懇話会から外部の視点で御意見をいただき、客観性の

担保、向上を図った。 

 

３  調査の特徴 

 ⑴ 新規項目 

平成２８年度に人権問題に係る個別法が施行されたことやＬＧＢＴ等の性的少数者に対する人権が

クローズアップされていることなどの社会情勢を踏まえて、新たに質問を設定した。 

   ① 人権に関する個別法や条約などについての市民の認知状況 

   ② ＬＧＢＴ等の性的少数者の人権が守られるために必要な取組等※ 

   ③ 障害者差別解消法により求められている合理的配慮の認知状況等 

 ⑵ 継続項目 

   前回調査以降の市民の意識や関心についての変化を的確に把握し、京都市の人権施策が効果的に行

われているかの判断材料とした。 

   ① 人権意識全般に係る質問 

   ② 人権教育・啓発に係る質問 

   ③ 人権保障（日常における具体的な事象※の中での人権意識など）に係る質問 

※ 結婚相手を考える際に気になること、住宅を選ぶ際に忌避すること、など 

   ④ 人権相談・救済に係る質問 

 ⑶ その他  

回答者の属性を問う質問の中で、性別について「男・女」の選択制とせずに「空白」とし自由記載

とした。 
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調査名 人権に関する市民意識調査　 人権に関する市民意識調査

調査年度 平成３０年度 令和８年度

調査手法 アンケート郵送形式 アンケート郵送形式（回答は郵送・ＷＥＢ回答どちらも可） ← 変更

質問数等 ４１問 ４１問 継続

調査標本数 ３，０００（１８歳以上の市民を無作為抽出） ３，０００（１８歳以上の市民を無作為抽出） 継続

有効回答数 １，０５９件（有効回答率３５．３％） ―

　性別　（「男・女」選択欄とせずに、空白とする）
　性別　（「男性」「女性」「答えたくない/回答を控える」「（　　　）
自由記載欄」の選択式とする）

← 変更

　年齢 　年齢 継続

人権意識と教育・啓発 人権意識と教育・啓発

　１　人権問題に関する基本的な意識・様々な人権課題に関する関心度 　１　人権問題に関する基本的な意識・様々な人権課題に関する関心度 継続

　２　人権問題に関する各種法律、条約等の認知状況
　２　人権問題に関する各種法律、条約等の認知状況
　（LGBT理解増進法、こども基本法、困難な問題を抱える女性
の支援に関する法律、認知症基本法を新たに追加）

← 変更

　３　人権についての催しへの参加経験や市民しん
　　　ぶんの記事等への関心

　３　人権についての催しへの参加経験や市民しん
　　　ぶんの記事等への関心

継続

　４　人権についての理解を深めるために役立ったもの 　４　人権についての理解を深めるために役立ったもの 継続

　５　人権についての理解を深めるために京都市が一層
　　力を入れるべきこと（京都市の取組に対する市民の評価）

　５　人権についての理解を深めるために京都市が一層
　　力を入れるべきこと（京都市の取組に対する市民の評価）

継続

日常場面での人権意識 日常場面での人権意識

　６　結婚相手を考える場面 　６　結婚相手を考える場面 継続

　７　住宅の購入や賃貸における場面 　７　住宅の購入や賃貸における場面 継続

　８　就職・職場における場面 　８　就職・職場における場面 継続

　９　家庭における生活場面 　９　家庭における生活場面 継続

１０　学校における場面 １０　学校における場面 継続

１１　職場における場面 １１　職場における場面 継続

１２　社会における生活場面 １２　社会における生活場面 継続

現代社会における新たな問題に関する人権意識 現代社会における新たな問題に関する人権意識

１３　インターネットにおける人権問題 １３　インターネットにおける人権問題 継続

１４　障害のある方にかかる人権問題 １４　障害のある方にかかる人権問題 継続

１５　ＬＧＢＴ等の性的少数者にかかる人権問題 １５　ＬＧＢＴ等の性的少数者にかかる人権問題 継続

人権侵害と相談・救済 人権侵害と相談・救済

１６　人権侵害をされた経験の有無 １６　人権侵害をされた経験の有無 継続

１７　人権を守る制度について知っているもの １７　人権を守る制度について知っているもの 継続

１８　人権侵害に対する相談や救済について、必要なこと １８　人権侵害に対する相談や救済について、必要なこと 継続

　　　人権に関する市民意識調査における項目比較表

属性
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